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街はどのように生成、発展してきたか 

• 街の生成は、植物の成長と同じ 
– 線路が伸びる 
– 駅から道路が丘、台に向かって伸びる 
– 丘の上に、葉っぱのように住宅地が形成される 
– お父さんは「働き蜂」。丘の上からおりてきて、毎
日養分を巣に運ぶ 

• 育った子供は丘の上から巣立っていった 
• お父さんは働きを終えて、丘の上に戻ってきた 

 
 

 

居住生態学の視点 



資料：人口 2010年国勢調査 東京都を使用 
持家率：2013年 住宅・土地統計調査 世帯主年齢5歳階級別持家率 東京都を使用 

近未来の東京の住宅・居住マーケット 

膨大な空き家
の発生 

2020年・75歳 

2020年・40歳 
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戦前の市街地 

S60(85)年代～ 

S50(75)年代～ 

S40(65)年代～ 
S30(55)年代～ 

S60(85)年代～ 
S50(75)年代～ 

S40(65)年代～ 

S30(55)年代～ 

‘95頃 
世代交代 

‘05頃 

 ‘15頃 

 
‘25頃 

 ‘35頃 

 
都心 

＜超高層住宅＞ 
23区内 

＜マンション＞ 
23区内 

＜マンション＞ 

‘05頃 

 ‘35頃 

 
‘15頃 

 
‘25頃 

 
郊外へ←都市の拡大→郊外へ 

（’60年代～90年代前半） 

郊外の世代交代 
（開発順） 

世代交代完了 
（’95年～’05年） 郊外の世代交代 

（開発順） 

人口減 
（需要減） 

人口減 
（需要減） 

都市のライフサイクル 

開発から50年後に代替わり・土地利用の転換が起きる 
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権利擁護（オンブズマン制度） 

生活支援 

介護（公的保険） 

自宅とそれ以外の 
もう一つの家 

 

＋ 

小規模多機能型居宅介護 
ｏｒ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

＋ 
訪問医療・訪問看護 

地域包括ケアシステムのミッション 
地域で最後まで生ききれる環境の実現 

 

家族・友人・知人そして地域力 

＋ 

Aging in Place 
Care in Community 
Sharing Economy 

地域のケア力：都市の経営力が鍵を握る 
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半径5ｋｍ 地域包括ケアシステムは空間計画 
半径3～5ｋｍの日常生活圏でのリスクマネージメント 

地域包括支援センター（≒特別養護老人ホーム）が核 
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新大久保一丁目・二丁目 

安定的な居住空間 
構築プロジェクト 
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大久保界隈のアパートマップ 
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家主側の事情：新宿区の空家率   

空家率  12.6％ 

           27,210戸/215,890戸 

賃貸用住宅 15.0％ 

           17,550戸/116,790戸 

この数値から読み取れるもの… 

①1万戸（軒）が、被相続物件や非居住物件として、資産不活用のまま放置されている。 
 
②資産活用として、アパート経営などに投資しても1万7,000戸の空き室が悩み。 

家主のメンタリティ 

 「建て替えしても空室リスクがあるから投資は抑制、家賃を下げて入居者に単身高齢
困窮者が入るとトラブル・孤独死を抱える、それでも空室の方がマシ。 
 どうしたらわからないから、そのまま放置。でも子供や孫には相続したい…」 10 



（参考）貧困層と低質な居住の場の現実 
大久保の火災事故現場 
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空き家・空きビルのマッピング 

大久保１丁目、２丁目地区における悉皆調査に基づく空き家、空きビルの所在と医療関連施設、福祉介護施設の所在  
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商店、医療・介護施設等の地域資源 
 ①商店から近い 

②近くにすぐに利用できる医療・福祉介護関連施設がある 
③生活支援NPOの事業所に近い 
④周辺の外部空間(公園等)が充実している 
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地域を「施設」にする 
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不動産関係主体 

（家主、不動産事業者等） 

福祉関係主体 

（住民組織、介護事業所等） 

住宅確保要配慮者 

住まいの確保 住まい方の支援 

「住まい方の支援」が入る
ことで安心して住まいを
提供 

住まいを確保することで 

サービス提供が可能に
なり、安定した地域生活
を保障 

行政 

下支え・参加 

「改正・住宅セーフティネット法」の 
基本スキーム 

市町村単位の居住支援協議会 

＜居住支援法人＞ 
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空き家の状
況 

地縁組織の活
動状況 

・・・ 

・・・ 

 
 
 
 
 

合意形成 

地域独自の新しい可能性と未来!! 

地域のさまざまな「変数」の把握 と 課題の分析 

行政 

地域住民 担い手 

家主等 
介護事業所 

医療機関 

「低所得・低資産高者の住まいと生活支援に関する
調査検討委員会作業部会」による図を一部改変 

実現に向けて・・・・ 

地域を耕す 
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「郊外住宅地」の持続と再生 17 
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『地図』で考えることが重要 
郊外住宅地は開発された単位ご
とに高齢化が進む。 
居住者は局所的に偏在している。 

郊外住宅地は虫食い状に開発され、開発単位毎に様相が異なる 



住宅地のライフサイクル 

住宅地の継承・世代交代 

住宅地の成熟 

住宅地の高齢化 
引退・老後期 

世帯形成期 

世帯成長・成熟期 

現在 

これ
から 

過去 

住宅地年齢 開発    ⇒10年    ⇒20年    ⇒30年      ⇒40年        ⇒50年････世代交代 

義務教育期 高等教育期 熟年期 引退期 老後 
(虚弱)期 

世帯主年齢 35歳    ⇒45歳   ⇒55歳    ⇒65歳      ⇒75歳        ⇒85歳････世代交代 

計画的に開発された郊外住宅地に未来があるかは50年目で決まる 
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約850世帯 2500人 
65歳以上高齢化率40.4％ 

投下総金額：約1000億円 
年間総収入額：25～30億円以上

（300万円/世帯） 
総金融資産額：約200億円 

（2500万円/世帯） 
介護保険総費用 約5億円/年 
後期高齢者医療費 約8億円/年 

郊外住宅地の経済ポテンシャル 

郊外住宅地は開発された単位ごとに高齢化が進む。 
高齢者は局所的に偏在している。 

高齢化した住宅地の経済ポテンシャルは案外に高い 

地域内投資を喚起することが課題 
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100歳以上まで住めるまちにする 

資料：空き地等の新たな活用に関する検討会（第4回）・国土交通省 
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移住・住みかえ支援機構（JTI） 

ポスト 
子育て世帯 子育て世帯等へ 

移住・住みかえ 
支援機構 

 

借り上げ 賃貸 

賃料 賃料 

ライフステージに 
応じた住宅への 

住み替え 

基金 
 

（国） 

定期借家契約の活用等により 
JTIは貸主の死亡時まで継続して契約 

家賃債務保証基金およびバリアフリーリフォーム等 
の特別融資に係る債務保証のための基金と兼用 

住宅の世代間循環の創出 



まち・住まいの持続と再生に向けて 
“再投資”が必要 

土地 

インフラ・建物 

時間経過 

ま
ち
・住
ま
い
の
価
値 

“再投資 
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まち・住まいの持続と再生に向けて 
まちを経営・運営する“組織”が必要 

地域善隣事業体 
住宅管理組合 

↓ 

地域事業会社 

地域価値向上事業
の実施 

 ・団地再生 
 ・中古住宅流通促進 
 ・困窮者支援 
 ・空き家対策 

地域住民 

地域住民 

地域住民 

････ 
････ 

出資・設立 

出資・支援 

自治体 

リターン 

リターン 24 



まち・住まいの持続と再生に向けて 
Re-Developmentと Managementが必要 

投資：主体とお金 

 

経営：組織と経営者とマネジメント 

 

運営：マネージャーと従業員 
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コミュニティビジネス 
＆ 

中間支援組織 

アメリカ：CDCを支える社会システム 

パートナー 
シップ組織 
他のCDC 

CDC 
Community 
Development 
Corporation 

個人・寄付 
ボランティア 

教会 
宗教団体 

連邦政府 
・NPO制度 
・CDBG 
・Tax -Credit 

連邦議会 
CRA 

近隣再投資法人 
銀行 
・コミュニティ再投資 

企業 
・Tax-Credit 
・フィランソロピー 

・資金 
・技術支援 
・土地 

・調査・助言 
・技術支援 
・トレーニング 

・情報・資金・技術訓練 
・パートナーシップ 

資料）「NPO教書」風土社,p48,1997を元に一部改変 

大学 
研究機関 

Intermediary 

財団など 

自治体・州 

・独自補助 

・利子補給など 
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コミュニティビジネス 
＆ 

中間支援組織 

アメリカの地域への資本投下の仕組み 
 

コミュニティ再投資法：Community Reinvestment Act 

 

銀行 

 
 

営利企業等  
 

住民 

CDC（地域の非営利企業体）      
利益 

再投資 

コニュニティ 

資料）「NPO教書」風土社,p46,1997を元に一部改変 

投資 
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コミュニティビジネス 
＆ 

中間支援組織 

アメリカの地域への資本投下の仕組み 
 

低所得者住宅投資 税額控除制度 
Low Income Housing Tax Credit 

企業 
所
得
税 

インターミディアリー 

(中間組織） 
・CDC 

・CDC 
  ・   ・   ・ 
ex. 

低所得者 
向け住宅 
開発 

資料）「NPO教書」風土社,p46,1997を元に一部改変 
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地域の「福祉と経済の循環」による解決 

２１世紀のイノベーション 

仲間福祉（新しい民間）・地域福祉（新しい公共） 

例えば、“地域福祉居住・介護・医療コンソーシアム” 
例えば、“地域福祉居住組合”＋介護保険＋医療保険＋・・・ 
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大問題：基礎自治体に住宅専課がない!? 

市町村 
 
 福祉（生活保護、困窮者

支援、障害者、子育て） 

 介護 

 

 

 都市計画 

 

 

 空き家 

都道府県 
 
 
 
 
 
 医療 

 
 
 
 

 住宅 

空白 

空白 
基礎自治体に住宅政策専課なし 
 
民間住宅は行政の埒外 

残る最後の課題は「看取り」問題 
 
社会的入院を許容するのか 
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大問題：同地域に多重・乱立の行政計画 
縦割り行政に横串を通すことが必要 

分野 計画・施策名称 根拠法 

総合 

総合計画（基本構想・基本計画・実施計画） 地方自治法 

人口ビジョン まち・ひと・しごと創生法 

地方創生総合戦略 同上 

都市 
都市計画マスタープラン 都市計画法 

立地適正化計画 改正都市再生特別措置法 

住宅 
住宅セーフティネット制度 住宅セーフティネット法 

公営住宅制度 公営住宅法 

空家等対策計画 空家特措法 

介護 

・医療等 

介護保険事業計画 介護保険法 

地域福祉計画 社会福祉法等 

地域医療再生計画 医療法等 

貧困等 
生活困窮者自立支援制度 生活困窮者自立支援法 

生活保護制度 生活保護法 

地域包括ケアシステムの推進に関連して把握しておくべき行政計画・施策の一覧 
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まち・住まいの持続と再生に失敗すると・・・ 
一層の資産デフレ➡固定資産税等減➡自治体経営の逼迫 

資料：東京都財務局 http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/kijyunti/26kouji/09koujikakakusui.pdf 32 


